
【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年６月25日

【事業年度】 第26期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

【会社名】 日本コンピュータグラフィック株式会社

【英訳名】 Nihon Computer Graphic Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　船山　亮司

【本店の所在の場所】 千葉県市原市五井3926番地１

【電話番号】 0436(24)2000

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長　　上代　博

【最寄りの連絡場所】 千葉県市原市五井3926番地１

【電話番号】 0436(23)0103

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長　　上代　博

【縦覧に供する場所】 日本コンピュータグラフィック株式会社　東京支店

（東京都八王子市千人町二丁目16番１号）

EDINET提出書類

日本コンピュータグラフィック株式会社(E05128)

有価証券報告書

 1/66



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回　次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 1,648,943 1,441,192 1,591,653 1,894,808 2,258,027

経常利益 (千円)　 17,908 36,032 259,401 140,674 129,421

当期純利益 (千円)　 13,653 30,340 23,658 132,236 103,183

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円)　 － － － － －

資本金 (千円) 985,250 985,250 985,250 985,250 985,250

発行済株式総数 (株)　 13,110 13,110 13,110 13,110 13,110

純資産額 (千円)　 941,862 977,084 985,722 1,117,922 1,221,192

総資産額 (千円)　 3,147,326 2,937,622 2,658,289 2,474,124 2,853,867

１株当たり純資産額 (円) 71,843.02 74,529.72 75,188.59 85,272.49 93,149.68

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配当額) (円)　 －

(－)
－
(－)

－
(－)

－
(－)

－
(－)

１株当たり当期純利益 (円) 1,041.42 2,314.27 1,804.64 10,086.66 7,870.59

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

(円)　 － － － － －

自己資本比率 (％)　 29.9 33.3 37.1 45.2 42.8

自己資本利益率 (％) 1.5 3.2 2.4 12.6 8.8

株価収益率 (倍)　 142.11 70.43 148.51 15.7 15.6

配当性向 (％)　 － － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 586,052 287,650 216,989 603,562 58,914

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円)　 △92,391 △65,832 △66,104 △108,769 △111,692

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △179,519 △261,815 △277,934 △357,433 △75,667

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 750,092 710,095 583,044 720,404 591,959

従業員数
[外、平均臨時雇用者数] (人)　 95

[60]
94
[74]

91
[68]

96
[63]

105
[49]

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については
記載しておりません。

２．売上高に消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載
しておりません。

４．第24期の経常利益の増加は、売上高の増加と、固定費の削減と生産効率の改善などによる売上原価の減少に
よるものであります。また、特別損失として、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失265,452千円
を計上しております。
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２【沿革】

年月 事業内容

昭和58年10月 コンピュータによる地図作成のデジタル化を目的として千葉県市原市に日本コンピュータグラ

フィック株式会社を設立（資本金：2,000万円）

昭和60年２月 地理情報入力編集システム「ＮＩＧＭＡＳ」を開発

昭和63年６月 千葉市中央区に千葉支店開設

平成３年12月 地理情報システム「ＧＥＯＳＩＳ」を開発

平成８年10月 札幌市中央区に札幌事業所開設

平成10年９月 千葉県市原市にＮＣＧ第２ビル竣工

平成11年３月 日刊工業新聞社主催第３回千葉県ベンチャー企業経営者表彰　入選

　　　　８月 中小企業創造的事業活動促進法による認定

　　　　９月 コンテンツ複合型地理情報システム「ＳＢＳ」を開発

　　　　10月 インターネット地図情報検索サービス「ちず丸」を開発

　　　　10月 品質保証システムＩＳＯ９００１認証を取得

　　　　11月 携帯電話向け案内図サービス「パーナビ」を開発

平成12年１月 日本工業新聞社主催第５回千葉“元気印”企業大賞　優秀経営賞　受賞

　　　　２月 「パーナビ」「ちず丸」を利用したＨＰ作成・掲載サービスを開始し、新規事業を展開

　　　　３月 日本工業新聞社主催第１回日本ＩＴ経営大賞　経済団体連合会会長賞　受賞

　　　　９月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

　　　　11月 ＩＫＯＮＯＳ衛星画像を利用した地図入力・編集システム「IKONOS Map Creator」を開発

平成13年６月 東京都千代田区に東京支店開設

平成14年７月 東京支店を東京都中央区に移転

        10月 株式会社昭文社が当社の主要株主及び親会社となる。

　　　　11月 札幌事業所廃止

　　　　12月 第三者割当増資の実施により、株式会社昭文社の当社株式所有割合が67.75％となる。

平成15年10月 東京支店を東京都八王子市に移転

平成16年３月 資産の有効活用と効率化を図るために本社を市原市根田より市原市五井へ移転

平成20年４月 株式交換により株式会社昭文社が当社の完全親会社となる。

（平成20年３月　東京証券取引所マザーズ上場廃止）
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３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（日本コンピュータグラフィック株式会社）と、親会社である

株式会社昭文社（以下「同社」という。）により構成されています。

同社は、地図業界では最大手であり、独自開発によるＳｉＭＡＰ（サイマップ：昭文社統合地図情報システム）の

地図データ・ガイドデータを中核とし、それを活用した地図・雑誌・ガイドブックの企画・制作及び出版販売を行う

出版事業、ならびにデジタルデータベースの企画・制作・販売を行う電子事業を展開しております。また、同社は当社

の株式8,882株（議決権比率67.8％）を保有しております。

当社は、デジタル地図データの制作受託及び地理情報システムの開発受託、ならびにデジタル地図情報の配信技術

をもとに、インターネットと携帯電話を利用したデジタル情報の配信などを行うマッピング・Ｗｅｂサービス事業

と、地理情報システムの販売を行うシステムソリューション事業を展開しております。マッピング・Ｗｅｂサービス

事業のうちのマッピング部門では、同社よりデジタルデータベースの企画・制作及びデジタル地図データの制作業務

を受託しており、Ｗｅｂサービス部門では、デジタル情報の配信業務及び同社所有の地図データの使用許諾を受け、そ

の配信事業を行っております。また、システムソリューション事業では、同社へ「デフォルメマップ作成ツール」等の

地図に関連するシステムを供給しております。

(1) 事業内容
当社は、ＧＩＳ※１業界でも数少ない、デジタル地図データの制作を中心に、地理情報システムの開発と販売から、
デジタル地図とそれに関連する情報の配信までをカバーする企業です。

デジタル地図データの制作受託及び地理情報システムの開発受託、ならびにデジタル地図と関連する情報の配信

を行うマッピング・Ｗｅｂサービス事業と、地理情報システムの販売を行うシステムソリューション事業を展開し

ております。

Ａ．マッピング・Ｗｅｂサービス事業

・マッピング部門 …… デジタル地図の制作の受託と、地理情報システムの開発の受託

・Ｗｅｂサービス部門 …… デジタル地図と関連する情報の配信

Ｂ．システムソリューション事業 …… 地理情報システムの販売

※１．ＧＩＳ

地理情報システムのこと。一般にＧＩＳ（Geographic Information System）と呼ばれ、コンピュータに登録したデジタル地図上に、道

路・上下水道・電力・ガス・電話などのライフライン情報や、建物、土地の所有関係などの情報を蓄積し、一定の条件での解析や検索

を、デジタル地図を中心に視覚的に行うシステムの総称。

Ａ．マッピング・Ｗｅｂサービス事業

①マッピング部門（デジタル地図の制作の受託と、地理情報システムの開発の受託）

マッピング部門は、官公庁や民間企業から委託を受けたデジタル地図データの制作（道路地図などのデジタ
ル化）及び地理情報システムの受託開発（個別にカスタマイズしたエリアマーケティング※２システムなど）
を行っており、自社開発の地理情報入力編集システム「ＮＩＧＭＡＳ（ニグマス）」及び地理情報システム
「ＧＥＯＳＩＳ（ジオシス）」を使用し、ローコスト・短い工期・高品質の実現をめざしております。また、制
作の現場をシステム開発チームがバックアップしており、制作ノウハウと技術開発とを連動させております。

親会社である株式会社昭文社（以下「同社」という。）からもデジタル地図データの入力、編集、更新等の業

務を受託しており、当社の得意とする提案型の営業に加え、同社営業と当社営業との連携による中央官庁への

アプローチや地方自治体、大手民間企業へのアプローチなどそれぞれの強みを生かした提案や営業を行ってお

ります。

※２．エリアマーケティング

地図をベースに、土地利用や交通アクセス、商業施設などの各種統計情報を分析し、販売予測や販売管理などを行い、出店計画

などに活用する手法。
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②Ｗｅｂサービス部門（デジタル地図と関連する情報の配信）

Ｗｅｂサービス部門は、当社設立時より蓄積してきたコンピュータマッピングに関するノウハウと、ＩＴ
（情報技術）を融合させ、インターネットと携帯電話などのモバイル※３端末を利用した、デジタル情報の配信
・発信を行っております。
インターネット地図情報検索サービス、携帯電話向け案内図サービスの「ちず丸」をはじめとし、各種情報
とデジタル地図とを組み合わせての情報配信サービス及び当社のデジタル地図情報の配信技術や地理情報シ
ステムの開発技術に基づいたＡＳＰ※４事業への展開を行っております。
主力である「ちず丸」サービスを株式会社昭文社（以下「同社」という。）グループのサービスと位置付け
ており、同社ブランドの営業力、信用力を活用したＡＳＰ事業を展開し、「ちず丸」ＡＳＰを中心とした同社向
けサービスと、当社独自のサービスを提供しております。また、同社のもつコンテンツ※５との連携と、マルチデ
バイス化の顧客ニーズに応えたサービスの開発など、同社グループの技術開発の一翼を担い、アライアンスの
効果を最大限追求しながら同社営業と一体となったＷｅｂサービス事業を展開しております。

※３．モバイル

「可動性の」「移動性の」という意味で、一般に携帯用のノートパソコンや携帯電話などをモバイル端末などとよぶ。

※４．ＡＳＰ（Application Service Provider）

ビジネス用のアプリケーションソフトをインターネットを通じて顧客にレンタルする事業者のこと。

※５．コンテンツ

情報提供サービスにおける情報そのもの。（内容、中身。）

Ｂ．システムソリューション事業（地理情報システムの販売）

当社の開発した地理情報入力編集システム「ＮＩＧＭＡＳ（ニグマス）」、地理情報システム「ＧＥＯＳＩＳ

（ジオシス）」の販売をはじめ、機器の販売、及びそれに付随する各種サービスを提供する事業です。

マッピング事業によって培われた入力技術・ノウハウを集結させたシステムを、顧客のニーズに合わせて提供

し、更に、年間契約によるシステムの保守、質問に対する応答、トラブルに対応する技術サポートやトレーニング、

地理情報システム構築コンサルテーションなどのサービスを行っております。

(2) 事業系統図

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

　親会社である株式会社昭文社の状況については、「第５　経理の状況　１　財務諸表等　(1) 財務諸表　注記事項（関連当

事者との取引）」に記載しているため、記載を省略しております。

５【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

105　[49] 35.1 9.7 4,680,546

（注）１．従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む）であり、臨時従業員数は[　]内に年間の平均人員を

外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(2) 労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国の経済は、好調な企業収益を背景に設備投資が増加し、雇用・所得環境の改善も見ら

れるなど、景気は緩やかながら回復基調で推移いたしました。

このような環境下、当社におきましては、親会社である株式会社昭文社（以下「同社」という。）グループの一員

として、同社営業との連携を図りながら、受注・売上の拡大を図るべく積極的な営業活動を展開してまいりました。

各事業別の営業成績は次のとおりです。

事業別

第25期
(平成19年３月期)

第26期
(平成20年３月期) 　前年同期比

売上高
(千円)

構成比
(％)

売上高
(千円)

構成比
(％)

増減額
(千円)

増減率
(％)

マッピング・Ｗｅｂサービス 1,785,630 94.2 2,130,441 94.3 344,811 19.3

（うちＷｅｂサービス） (455,434) (24.0) (522,820) (23.2) (67,386) (14.8)

システムソリューション 109,178 5.8 127,585 5.7 18,407 16.9

合　計 1,894,808 100.0 2,258,027 100.0 363,218 19.2

（注）記載金額に消費税等は含まれておりません。

①　マッピング・Ｗｅｂサービス事業

マッピング・Ｗｅｂサービス事業のうち、マッピング部門につきましては、同社営業、当社システムの国内ユー

ザーとの連携の強化を図っており、同社からの受託や民間企業からの受託が比較的堅調に推移しました。また、外注

に対する技術指導を強化し、海外での生産力の確保及び品質管理の徹底を図っております。

Ｗｅｂサービス部門につきましては、ＧＰＳ標準搭載に向けたＧＰＳ地図アプリの提供を開始し、また、ちず丸ビ

ジネス（仮称）の実証実験を延長し、有効性が確認された新技術を順次提供しております。平成19年10月にちず丸

ｉ-mode版、平成19年11月にちず丸ＰＣサイトをリニューアルし、公開している実証実験サイト「ちず丸ラボ」にお

いては「ちず丸リンク検索」、「ちず丸ぐぃーん」、「ちず丸距離計測」などを順次公開し、ちず丸リンクを自動収

集・集約・提供する技術については特許を出願しております。また、平成20年3月には賃貸物件検索サイト「ちず丸

不動産」をリリースいたしました。

これらにより、マッピング部門の売上高は1,607,620千円（前年同期比20.9％増）となり、Ｗｅｂサービス部門の売

上高は522,820千円（前年同期比14.8％増）となりました。

②　システムソリューション事業

システムソリューション事業につきましては、「ＮＩＧＭＡＳ（ニグマス）」、「ＧＥＯＳＩＳ（ジオシス）」

を軸にして各種オプション商品など、タイムリーにユーザーニーズに応える商品の開発を図っており、第15回産業

用バーチャルリアリティー展では３次元編集ツールや設備計測システムなどを出展しました。また、デフォルメ

マップ作成ツールのバージョンアップやＧＩＳのＷｅｂ化や昭文社グループとしての新たな商品、ソリューション

の開発に向けて注力しております。

これらにより、システムソリューション事業の売上高は127,585千円（前年同期比16.9％増）となりました。
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以上の結果、売上高は2,258,027千円（前年同期比19.2％増）と増収となったもののマッピング部門における外注

費の増加などから利益率は前期に比べて低下し、経常利益は129,421千円（前年同期比8.0％減）、当期純利益は

103,183千円（前年同期比22.0％減）にとどまりました。

摘　要
第25期

(平成19年３月期)
(千円)

第26期
(平成20年３月期)

(千円)

前年同期比増減額
(千円)

売上高 1,894,808 2,258,027 363,218

営業利益 167,699 152,320 △15,379

経常利益 140,674 129,421 △11,252

当期純利益 132,236 103,183 △29,052

(2) キャッシュ・フロー

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末よりも128,445千円減少し、

591,959千円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は58,914千円となりました。これは主に、税引前当期純利益127,603千円、売上債権の

増加235,750千円、前払金の増加378,901千円、前受金の増加293,419千円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は111,692千円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出47,563千

円、無形固定資産の取得による支出64,761千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は75,667千円となりました。これは主に、短期および長期借入金の返済によるもので

あります。

なお、営業活動、投資活動及び財務活動による各キャッシュ・フローについての前年同期との比較は、以下のとお

りであります。

摘　要
第25期

(平成19年３月期)
(千円)

第26期
(平成20年３月期)

(千円)

前年同期比増減額
(千円)

営業活動によるキャッシュ・フロー 603,562 58,914 △544,648

投資活動によるキャッシュ・フロー △108,769 △111,692 △2,922

財務活動によるキャッシュ・フロー △357,433 △75,667 281,766

現金及び現金同等物期末残高 720,404 591,959 △128,445
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当事業年度の生産実績を事業別に示すと、次のとおりであります。

事業別

第26期
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

(千円)

前年同期比
(％)

マッピング・Ｗｅｂサービス 1,971,573 94.7

合　計 1,971,573 94.7

（注）１．上記の金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

２．システムソリューション事業は、システム、機器の販売及びそれに付随するトレーニング等のサービス

を提供しております。

(2) 受注状況

　当事業年度における受注状況を事業別に示すと、次のとおりであります。

事業別

受注高 受注残高

金額
(千円)

前年同期比
(％)

金額
(千円)

前年同期比
(％)

マッピング・Ｗｅｂサービス 2,508,763 122.8 817,571 186.1

システムソリューション 129,095 119.0 7,370 125.8

合　計 2,637,859 122.6 824,941 185.3

（注）上記の金額に消費税等は含まれておりません。

(3) 販売実績

　当事業年度の販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。

事業別

第26期
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

(千円)

前年同期比
(％)

マッピング・Ｗｅｂサービス 2,130,441 119.3

システムソリューション 127,585 116.9

合　計 2,258,027 119.2

（注）１．上記の金額に消費税等は含まれておりません。

２．最近２事業年度の主要な販売先及び割合は、次のとおりであります。

相手先

第25期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

第26期
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

金額
(千円)

割合
(％)

金額
(千円)

割合
(％)

株式会社昭文社 1,231,706 65.0 1,591,330 70.5

（注）上記の金額に消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　ＧＩＳ業界におきましては、行政によるＧＩＳポータルサイトや地理情報ワンストップサービスの提供などＷｅｂ
マッピングシステム（インターネット上でＧＩＳの機能が扱えるシステム）の利用がすすみ、また、行政内部の地理
空間情報の共有化により行政の効率化と住民サービスの向上を図る統合型ＧＩＳ※の導入が地方公共団体で推進され
ております。

当面の対処すべき課題としては、以下について積極的に取り組んでまいります。

(1) 営業収益力の向上

同社とのアライアンスにより、同社のブランド力、信用力を活用した営業力の強化と提案型営業の強化、及び品質

管理とコスト削減の徹底による生産性の向上に努め、営業収益力の向上を図ります。

(2) 収益の平準化

同社とのアライアンスにより、Ｗｅｂサービス部門の強化・拡大を図り、売上総利益率の向上と、比較的季節変動

の影響を受けやすい収益構造を改革し、収益の平準化を図ります。

(3) 財務体質の強化

比較的高い水準となっている借入金依存度を改善すべく、収益力の向上により有利子負債の削減等、財務体質の

強化を図ります。

※ 統合型ＧＩＳ

地方公共団体が利用する地図データのうち、複数の部局が利用するデータを各部局が共用できる形で整備し、利用していく庁内

横断的な地理情報システムのこと。統合型ＧＩＳを導入することにより、データの重複整備を防ぎ、各部署の情報交換を迅速にし、

行政の効率化と住民サービスの向上を図ることができる。

４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) システムのリスクについて

当社の配信システムに障害が発生した場合（システムのダウン、地図が正常に配信できない等）、当社はシステ

ムが復旧するまでの間の収益機会を喪失するだけでなく、取引先等から当社のシステムに対する信用を失い、取引

先等に損害が発生した場合には損害賠償を求められる可能性があります。当社は、かかる事態が発生しないようシ

ステムの開発を行っておりますが、損害が重大なものであった場合には、当社の業績に重大な影響を及ぼす恐れが

あります。

システム障害が発生する主な要因としては、次のような事由が考えられます。

○ハッカーなどによる意図的なトラブル

○人為的操作ミスによるトラブル

○ハードウェアのトラブル

○アクセスの集中によるトラブル

○インターネット等のインフラに起因するトラブル

○火災・停電等によるトラブル

○天災等によるトラブル

(2) 技術開発について

インターネットを中心とした関連技術は、技術革新の進歩が早く、業界標準や顧客ニーズが急速に変化するため、

新技術・新サービス等の導入が相次いで行われます。当社においても、常に技術革新等に取り組んでおりますが、こ

れらへの対応が遅れた場合、当社の提供するサービスやソフトが陳腐化し、不適応となり、競合他社に対する競争力

の低下を招く可能性があり、当社の事業に重大な影響を及ぼす恐れがあります。
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(3) 契約のリスクについて

当社の事業において、請負基本契約、代理店契約、秘密保持契約等の多岐にわたる契約を締結しておりますが、か

かる契約が終了した場合、あるいは当社の契約上の不履行による損害賠償義務が生じた場合、当社の業績に重大な

影響を及ぼす可能性があります。

(4) 株式会社昭文社との関係について

株式会社昭文社（以下「同社」という。）は、平成20年３月31日現在、当社の発行済株式総数の67.7％を保有する

親会社であります。当社では、マッピング・Ｗｅｂサービス事業のうちマッピング部門では、同社からデジタルデー

タベースの企画・制作及びデジタル地図データの制作業務を受託、Ｗｅｂサービス部門では、デジタル情報の配信

業務及び同社所有の地図データの使用許諾を受け、その配信事業を行っており、システムソリューション事業では

同社へ「デフォルメマップ作成ツール」等の地図に関連するシステムの供給を行っております。また、同社の持つ

地図・ガイドのデータベース及びブランド力、全国的な営業力と当社の持つシステム開発力、配信技術力、入力マン

パワーを合わせることで、昭文社グループとして新しい多彩なＧＩＳ商品・サービスが提供可能となり、当社はよ

り広範な事業協力関係のもとに同社の電子事業の拡大に貢献したいと考えております。したがって、今後昭文社グ

ループの電子事業の拡大に伴い、ますます同社との取引金額が拡大することになり、同社の事業戦略、動向が当社の

業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

当社は、昭文社の完全子会社となることが当社にとっても昭文社グループ全体にとっても最善であると判断する

に至り、平成19年12月18日に昭文社と株式交換契約を締結し、株式交換の結果、当社は平成20年４月１日をもって昭

文社の完全子会社となりました。なお、当社の株式は株式会社東京証券取引所の有価証券上場規定に従い、所定の手

続きを経て平成20年３月26日に上場を廃止しております。

(5) 人材について

当社は、親会社である株式会社昭文社（以下「同社」という。）より、経営の強化を図るために役員の派遣を受け

入れております。

今後、当社が企業価値を高めていくためには、営業部門、技術開発部門等の各方面において優秀な人材を確保する

ことが重要な課題であると認識しており、各部門の一層の充実を図る予定であります。しかしながら、親会社である

同社との人材の交流及び優秀な人材の獲得ができなかった場合には、重大な影響を与える可能性があります。

(6) 知的所有権について

日本におきまして、他社によるデジタル地図やインターネット事業関連の特許出願を複数確認しておりますが、

当社の現在の事業に重要な問題をもたらすものではないと認識しております。しかしながら、今後新たな特許出願

がなされ、または出願中のものに対して特許権が認可されるなど、当社事業関連技術等について何らかの特許侵害

が問題となったとき、当社が損害賠償義務を負う、抵触する特許権について使用を継続することができなくなる等

の場合は、当社業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

また、当社による他社保有特許権等の使用が認められた場合においても、ロイヤリティの支払い等により当社業

績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

(7) 特許権侵害訴訟について

当社の開発した地理情報入力編集システム「ＮＩＧＭＡＳ（ニグマス）」を使用した地図データの作成方法に

関し、株式会社ペンタくん（以下「原告」という。）から特許権を侵害しているとして訴訟の提起を受けましたが、

平成19年４月19日に東京地方裁判所において、原告の請求は棄却され、当社は勝訴しました。判決理由のなかで当該

発明は進歩性欠如のため無効審判により無効にされるものと認めておりますが、この判決を不服として原告は控訴

しており、現在係争中であります。また、当社は当該特許の無効を求めて特許庁の平成19年４月17日付審決の取消を

求める訴訟を提起し、平成20年３月25日、知財高裁で審決を取り消す勝訴判決があり、株式会社ペンタくんが上告せ

ず、確定判決となりました。なお、知財高裁の判決により特許庁は再度審決を行うことになります。
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(8) 個人情報の取扱いに関するリスク

当社顧客等の個人情報につきましては、機密保持契約及び個人情報の取扱いに関する覚書等を締結し漏洩防止に

努め、また、社内の管理体制の充実を図るために情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）の認証を取得し、

維持しております。現在、プライバシーマークの取得に向けた取組みを行っておりますが、外部からの不正なアクセ

スや想定していない事態によって個人情報の外部流出等が発生した場合には、当社の業績及び当社の社会的な信用

に悪影響を与える可能性があります。

また、当社は個人情報保護法等の関連諸法令を遵守する所存でありますが、法令の解釈・適用の状況によっては

新たな対応が必要となり、当社業績に影響を与える可能性があります。

(9) 借入依存度について

平成20年３月31日現在、当社の借入金は915,351千円で、有利子負債依存度が32.1％と比較的高い水準となってお

ります。

当社は、これらの資金を生産能力の向上やデジタルコンテンツの整備、技術革新のための設備投資等に投入し、業

績向上に努めてまいりましたが、有形・無形固定資産の大型の設備投資等が終了したことから有利子負債の圧縮に

努めてまいりました。

今後も引き続き財務体質の改善に努める方針ではありますが、当社の業績は金利情勢の悪影響をうけ、金利負担

が増加する可能性があります。

(10) 業績の季節変動について

当社のマッピング・Ｗｅｂサービス事業のうちマッピング部門は受注型事業であり、受注先の発注時期・発注形

態等により、四半期毎の業績が大きく変動する可能性があります。

株式会社昭文社からの継続的受注及びアライアンスの強化によるシナジー効果、Ｗｅｂサービス部門の強化、拡

大を図ることにより、発注時期、発注形態によって期末に売上が集中するなどの業績変動を受ける受注型事業中心

の事業構造の変革を図っておりますが、当社の取引先の一つである官公庁は、各官公庁の予算執行の関係から、当社

期末月に売上が集中する傾向があります。従いまして当社の四半期情報にも、季節変動の影響が発生する可能性が

あります。

当事業年度の上期・下期における収益動向は以下のとおりであります。

 
第26期

(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

 上半期 下半期 通期合計

 
金額

(千円)
通期比

(％)
金額

(千円)
通期比

(％)
金額

(千円)

売上高 997,881 44.2 1,260,146 55.8 2,258,027

売上総利益 212,945 45.7 252,799 54.3 465,744

営業利益 72,970 47.9 79,350 52.1 152,320

経常利益 62,347 48.2 67,074 51.8 129,421

当期純利益 54,957 53.3 48,225 46.7 103,183

(11) 関連当事者との取引について

①　親会社及び法人主要株主等との取引について

当社の親会社及び主要株主である株式会社昭文社との取引につきましては、「第５　経理の状況　１　財務諸表

等　(1) 財務諸表　注記事項（関連当事者との取引）」に記載しているため、記載を省略しております。 

②　役員及び個人主要株主等との取引について

当社は、金融機関の借入について、当社代表取締役社長船山亮司より保証を受けており、取引につきましては、

「第５　経理の状況　１　財務諸表等　(1) 財務諸表　注記事項（関連当事者との取引）」に記載しているため、記載

を省略しております。
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５【経営上の重要な契約等】

(1) 当社は親会社である株式会社昭文社と、下記の契約を締結しております。

契約先 契約の内容 契約期間

株式会社昭文社
ＭＡＰＰＬＥデジタルデータ等の地図データを地図

コンテンツとして使用することについての許諾契約

平成12年２月１日から

平成12年８月31日まで

双方協議の上、以後６ヶ月毎の契

約更新

（注）上記についてはロイヤリティを支払っております。また、上記の契約は平成20年３月31日付けで終了してお

ります。

契約先 契約の内容 契約期間

株式会社昭文社

昭文社の提供する地図データ等のデジタルデータを

使用した地図配信サービスに関する業務の継続的受

託及び昭文社が地図配信サービスを行うために必要

なシステムの使用権の許諾

平成15年４月１日から

平成19年３月31日まで

以後１年毎の自動更新

（注）上記の契約は平成20年３月31日付けで終了しております。

(2) 当社は、平成19年12月18日開催の取締役会において、グループ全体の経営資源を集約し電子事業の拡大を目指すこ

とを目的に、株式会社昭文社（以下「昭文社」という。）を完全親会社とし、当社を完全子会社とする株式交換を行

うことを決議し、同日、昭文社と株式交換契約を締結しました。

株式交換の概要は、以下のとおりであります。

①　株式交換の内容

昭文社を完全親会社とし、当社を完全子会社とする株式交換

②　株式交換の日（効力発生日）

平成20年４月１日

③　株式交換の方法

株式交換の効力発生日の前日の最終の当社の株主名簿（実質株主名簿を含む。）に記載または記録された昭文

社を除く株主（実質株主を含む。）に対して、当社の普通株式１株につき昭文社の普通株式150株を割当交付しま

す。

④　株式交換比率

会社名
昭文社

(株式交換完全親会社)

当　社

(株式交換完全子会社)

株式交換比率 1 150

⑤　株式交換比率の算定根拠

当社及び昭文社は、株式交換比率の算定の公正性を担保するために、それぞれ第三者算定機関であるＴＦＰビ

ジネスソリューション株式会社（以下「ＴＦＰ」という。）及び野村證券株式会社（以下「野村證券」とい

う。）に株式交換比率の算定を依頼しました。

ＴＦＰは、当社と昭文社双方について、両社が東京証券取引所に上場しており市場価格が存在することから市

場株価平均法による算定を行うと同時に、ディスカウンテッド・キャッシュフロー（以下「ＤＣＦ」という。）

法に基づき株式価値算定を行いました。

野村證券は、昭文社については東京証券取引所に上場しており市場価格が存在することから市場株価平均法に

よる株式価値算定を行いました。当社については、東京証券取引所に上場しており市場価格が存在することから

市場株価平均法による株式価値算定を行うと同時に、ＤＣＦ法による算定を行いました。
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当社はＴＦＰによる株式交換比率の算定結果を参考に、昭文社は野村證券による株式交換比率の算定結果を参

考に、両社の市場株価の動向及び財務予測等の要因を総合的に勘案して両社で交渉・協議を重ねた結果、それぞ

れ平成19年12月18日開催の取締役会において、当社普通株式１株に対して、昭文社の普通株式150株を交付するこ

とが妥当でありかつ双方の株主の利益に資するものと判断いたしました。

⑥　株式交換完全親会社となる会社の概要

商　号 株式会社昭文社

本店の所在地 東京都千代田区麹町三丁目１番地

代表者の氏名 代表取締役社長　　黒田　茂夫

資本金の額 9,903百万円

純資産の額 単体　33,950百万円　連結　33,968百万円　（平成20年3月31日現在）

総資産の額 単体　38,731百万円　連結　39,794百万円　（平成20年3月31日現在）

直近の業績
売上高　　単体　16,828百万円　連結　17,623百万円

当期利益　単体 △1,501百万円　連結 △1,294百万円　（平成20年3月31日現在）

事業の内容
地図・雑誌・ガイドブックの企画・制作及び出版販売、並びにデジタルデータベースの

企画・制作・販売およびそれらを活用したサービスの提供

６【研究開発活動】

当社は、自社開発の「ＮＩＧＭＡＳ」「ＧＥＯＳＩＳ」をベースに長年培ってきたデジタルマッピングの技術、イ

ンターネットでの情報配信やソリューションの提供などで培った技術をもとに、ＧＩＳに関わるアプリケーションや

商品の開発、各種情報とデジタル地図を組み合わせた情報配信サービスなど、顧客ニーズに適応した多彩な商品、サー

ビスを提供するための基礎研究や応用開発など、さまざまな研究開発活動を行っております。

現在の研究開発活動は、開発部と制作部の開発担当及びとＷｅｂソリューション部を中心として推進されておりま

す。研究開発部門の人員は44名ですが、このうち主に研究開発に従事するスタッフは13名であり、これは総従業員数の

12.4％にあたります。当事業年度においては、Ｗｅｂ関連の技術開発、また、新たな商品・サービスの開発を目指して開

発プロジェクトを立ち上げるなどの商品開発をすすめており、前事業年度に比べて研究開発費は若干増加し、当事業

年度における研究開発費は32,587千円となっております。

各事業別の研究開発の目的、主要課題、研究成果は以下のとおりであります。

(1) マッピング・Ｗｅｂサービス事業

各種情報配信サービスにおける基礎研究や技術研究、アプリケーション開発などに注力いたしました。

その成果として、携帯のＧＰＳ標準搭載に向けたＧＰＳ地図アプリケーションの開発や公開している実証実験サ

イト「ちず丸ラボ」において、「ちず丸リンク検索」、「ちず丸ぐぃーん」、「ちず丸距離計測」などを順次公開

し、ちず丸リンクを自動収集・集約・提供する技術につき特許を出願したことなどがあげられます。

(2) システムソリューション事業

ユーザーの利便性の向上やユーザーニーズに応えるべく「ＮＩＧＭＡＳ」の専用ツール及び「ＧＥＯＳＩＳ」

のラスター配信などの研究開発を進めております。

その成果として、画像から各種設備の種類及び座標の取得や水平・垂直距離の計測が可能となる設備計測システ

ムなどの開発があげられます。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針および見積りと経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成されており、会計

上の見積りについては、過去の実績や状況等を勘案して合理的と考えられる要因に基づいて、合理的な見積り金額

を判断しております。しかしながら、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、異なる可能性があります。

(2) 財政状態の分析 

（総資産） 

当事業年度末における総資産は、前事業年度末に比べ379,742千円増加し、2,853,867千円（前事業年度末は

2,474,124千円）となりました。これは主に、現金及び預金の減少128,445千円、売上債権の増加235,750千円、仕掛品の

減少76,411千円、前払金の増加378,901千円による流動資産の増加391,755千円と、有形固定資産の減少23,645千円及

び無形固定資産の増加12,085千円による固定資産の減少12,013千円によるものです。

（負債合計） 

当事業年度末における負債合計は、前事業年度末に比べ276,473千円増加し、1,632,674千円（前事業年度末は

1,356,201千円）となりました。このうち、流動負債は、336,309千円増加し、1,169,373千円（前事業年度末は833,064千

円）、固定負債は、59,836千円減少し、463,301千円（前事業年度末は523,137千円）となっており、これは主に、借入金

の返済による純減少額75,667千円、買掛金の増加23,039千円、前受金の増加293,419千円によるものです。

（純資産） 

当事業年度末における純資産は、前事業年度末に比べ103,269千円増加し、1,221,192千円（前事業年度末は

1,117,922千円）となりました。これは主に、当期純利益が103,183千円となり、利益剰余金が増加したことによるもの

です。自己資本比率は若干減少し、42.8％となりました。（前事業年度末は45.2％）

(3) 経営成績の分析 

（売上高） 

当事業年度における売上高は2,258,027千円（前事業年度1,894,808千円、前年同期比19.2％増）と前事業年度に比

較して増加いたしました。

事業別には、マッピング・Ｗｅｂサービス事業につきましては、売上高は2,130,441千円（前事業年度1,785,630千

円、前年同期比19.3％増）と前事業年度に比較して増加しており、そのうち、マッピング部門の売上高は、親会社であ

る株式会社昭文社からの受託の増加及び民間企業からの受託が比較的堅調に推移したことなどにより、1,607,620千

円（前事業年度1,330,196千円、前年同期比20.9％増）となりました。また、Ｗｅｂサービス部門の売上高は、携帯のＧ

ＰＳ標準搭載に向けたＧＰＳ地図アプリの提供の開始やちず丸i-mode版、ちず丸ＰＣサイトのリニューアルなどに

より、522,820千円（前事業年度455,434千円、前年同期比14.8％増）となりました。

システムソリューション事業につきましては、昭文社向けのデフォルメマップ作成ツールの販売などが増加し、

127,585千円（前事業年度109,178千円、前年同期比16.9％増）となりました。

（売上原価、販売費及び一般管理費） 

当事業年度における売上原価は1,792,282千円（前事業年度1,448,554千円、前年同期比23.7％増）、売上総利益は

465,744千円（前事業年度446,254千円、前年同期比4.4％増）、売上総利益率は20.6％（前事業年度23.6％）となり、前

事業年度に比較して利益率が低下しております。これは、マッピング部門における大型案件の外注の増加などが大

きな要因となっております。

販売費及び一般管理費は、ＨＰの大幅リニューアルによる広告宣伝費や、（株）昭文社との株式交換に係る費用

などにより増加し、313,423千円（前事業年度278,554千円、前年同期比12.5％増）となりました。

（営業利益、経常利益、当期純利益） 

当事業年度における売上高、売上総利益は増加いたしましたが、売上原価、販売費及び一般管理費の増加により、

営業利益は152,320千円（前事業年度167,699千円、前年同期比9.2％減）、経常利益は129,421千円（前事業年度

140,674千円、前年同期比8.0％減）、当期純利益は103,183千円（前事業年度132,236千円、前年同期比22.0％減）と前

事業年度に比較して減少いたしました。
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(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度末よりも128,445千円減少し、591,959千円（前事業年度

末は720,404千円）となりました。

営業活動の結果獲得した資金は58,914千円（前事業年度末603,562千円）となり、前事業年度より544,648千円減少

しました。これは主に、税引前当期純利益127,603千円（前事業年度133,704千円）、前受金の増加額293,419千円（前

事業年度107,103千円）などがあったものの、売上債権の増加額235,750千円（前事業年度は売上債権の減少額

458,479千円）、前払金の増加額378,901千円（前事業年度41,577千円）などによるものです。

投資活動の結果使用した資金は111,692千円（前事業年度末は108,769千円）となり、前事業年度より2,922千円の

増加となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出47,563千円（前事業年度84,550千円）と、無形固定

資産の取得による支出64,761千円（前事業年度61,935千円）によるものです。

また、財務活動の結果使用した資金は75,667千円（前事業年度末は357,433千円）となりました。これは、借入金の

返済に75,667千円を使用（前事業年度は357,433千円を使用）したためです。

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社は、親会社である株式会社昭文社（以下「同社」という。）からデジタル地図データの制作、デジタル情報の

配信業務などを受託しており、同社は当社の大口かつ安定した取引先として当社の売上の70.5％を占めております。

当社は、昭文社グループの一員として電子事業の拡大を目指しており、当社の業績は同社の受注動向や同社からの

受託の動向に影響を受けていることから同社の事業戦略や動向が当社の業績に重大な影響を及ぼす可能性があり

ます。

また、Ｗｅｂサービス部門におきましては、デジタル地図等の配信を行っておりますが、インターネットは技術革

新の進歩が早く、顧客ニーズの急速な変化や、外部からの不正なアクセス、想定していない事態の発生による個人情

報の流出などのリスクがあり、また、配信システムに障害が発生した場合（システムのダウン、地図が正常に配信で

きない等）のリスクなどがあります。かかる事態が発生しないようシステムの開発や社内の管理体制の強化など

図っておりますが、損害が重大なものであった場合には、当社の業績に重大な影響を及ぼす恐れがあります。

(6) 経営戦略の現状と見通し

インターネットの普及とＷｅｂ対応の携帯電話が飛躍的に普及し、インターネットと携帯電話を利用したデジタ

ル情報の配信やデジタル地図を活用する環境は著しく進歩・発展しております。

ＧＩＳ業界におきましても、行政によるＧＩＳポータルサイトや地理情報ワンストップサービスの提供など、Ｗ

ｅｂマッピングシステム（インターネット上でＧＩＳの機能が扱えるシステム）の利用がすすめられております。

当社といたしましては、今後もデジタル地図データの制作及びシステム開発で蓄積したコンピュータマッピングに

関するノウハウと、Ｗｅｂサービス事業で培ったデジタル地図情報の配信やシステム開発の技術力を強化してまい

ります。

また、親会社である株式会社昭文社とのアライアンスを強化し、比較的季節変動の影響を受けやすい収益構造を

改革し、安定的な収益構造の形成と収益の平準化を図ります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当期における設備投資の総額は、115,139千円であり、主として生産効率の向上とＷｅｂサービス部門の強化のため

のサーバー、パソコン等の購入、サーバールームの整備（50,377千円）、及びちず丸ＡＳＰ等の市場販売目的ソフト

ウェア等の開発（60,137千円）を目的に実施いたしました。

２【主要な設備の状況】

　当社は、管理本部、営業本部、技術本部を中心として千葉県市原市に本社ビル、ＮＣＧビルを有している他、営業本部

の一部として東京都八王子市に東京支店を設けて運営しております。

　以上のうち、平成20年３月31日現在における主要な設備は、以下のとおりであります。

事業所名
（所在地）

事業部門別の名称 設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

建物及び構
築物
（千円）

器具及び備
品、その他
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

合計
（千円）

本社ビル
(千葉県市原市)

管理部
営業部
開発部
Ｗｅｂソリューション部
制作部

統括、研究、
販売、製作設備

354,727 111,108
305,000
 (2,007.28)

770,835
104
[49]

ＮＣＧビル
(千葉県市原市)

管理部
制作部

製作設備 186,187 2,196
72,015

 (1,108.76)
260,399 0

東京支店
(東京都八王子市)

営業部 販売設備 － 86
－
(－)

86 1

　（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は[　]内に年間の平均人員を外数で記載しております。

３．ＮＣＧビルの一部は、賃貸に供しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

　平成20年３月31日現在における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

EDINET提出書類

日本コンピュータグラフィック株式会社(E05128)

有価証券報告書

17/66



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,400

計 32,400

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成20年６月25日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内　容

普通株式 13,110 13,110 非上場 －

計 13,110 13,110 － －

（注）平成20年４月１日付の株式交換により株式会社昭文社の完全子会社となったことに伴い、同年３月26日に東京

証券取引所マザーズを上場廃止となっております。

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増
減額(千円)

資本準備金残
高(千円)

平成14年12月25日
（注）

5,000 13,110 125,000 985,250 125,000 520,677

（注）第三者割当増資

発行価格　50千円　資本組入額　25千円

割当先、㈱昭文社

(5) 【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

端株の
状況

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数（人） － 3 5 11 8 － 907 934 －

所有株式数(株） － 433 453 9,076 198 － 2,950 13,110 －

所有株式数の割合(％) － 3.30 3.46 69.23 1.51 － 22.50 100.00 －

（注）　「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が3株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数(株) 発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社昭文社 東京都千代田区麹町3-1 8,882 67.75

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内2-4-1 315 2.40

株式会社千葉興業銀行

(常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社)

千葉県千葉市美浜区幸町2-1-2

（東京都中央区晴海1-8-12）
　

203 1.55

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港1-2 200 1.53

三原田 清隆 新潟県上越市 153 1.17

日本コンピュータグラフィック
社員持株会

千葉県市原市五井3926-1 151 1.15

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1-9-1 110 0.84

青木 宏之 千葉県市川市 92 0.70

今泉 和 茨城県潮来市 70 0.53

株式会社きもと 東京都新宿区新宿2-19-1 70 0.53

計 － 10,246 78.15

(7) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他) 普通株式　13,110 13,110 －

端株 － － －

発行済株式総数 13,110 － －

総株主の議決権 － 13,110 －

(注)「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3株(議決権の数3個)含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本コンピュータグラフィック株式会社(E05128)

有価証券報告書

19/66



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

(1)【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

(2)【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 該当事項はありません。

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益の還元を経営の重要な課題の一つとして位置付けており、将来の事業展開と経営体質強化

のために必要な内部留保を確保しつつ、経営成績に応じた配当を実施していくことを基本方針としております。しか

しながら、当社が属するＩＴ（情報技術）産業は経営環境の変化が激しく、営業力、開発力及び生産力の強化や有利子

負債の削減等財務体質の改善など、企業体質の強化に資金を必要といたします。従いまして、今後、当面の間は内部留

保に努め、現業の基盤を固めるとともに、研究開発、人材の育成・教育等、将来の利益拡大につながるような有効投資

を進めていく方針であり、当事業年度におきましても、当期純利益103,183千円を確保できたものの、繰越利益剰余金△

284,882千円となっており、内部留保の回復を最優先課題とし、自己資本の充実を図りたく存じます。

　なお、当社の配当につきましては、中間配当と期末配当の年２回を基本的な方針としており、これらの配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　また、当社は、取締役会の決議により、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

４【株価の推移】

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回　次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 250,000 250,000 448,000 329,000 202,000

最低(円) 47,000 123,000 158,000 150,000 79,300

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

２．第26期（平成20年３月期）については、平成20年４月１日付の株式交換により株式会社昭文社の完全子会

社となったことに伴い、同年３月26日に東京証券取引所マザーズを上場廃止となったため、最終取引日で

ある同年３月25日までの株価について記載しております。

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】

月　別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 125,000 157,000 146,000 126,000 135,000 127,000

最低(円) 79,300 94,400 115,000 98,000 116,000 115,000

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

２．平成20年３月の株価は、平成20年４月１日付の株式交換により株式会社昭文社の完全子会社となったこと

に伴い、同年３月26日に東京証券取引所マザーズを上場廃止となったため、最終取引日である同年３月25

日までの株価について記載しております。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

代表取締役

社長

営業部担当

役員兼Ｗｅ

ｂソリュー

ション部担

当役員兼開

発部担当役

員

船山　亮司 昭和29年３月３日生

昭和53年３月 国際航業株式会社入社

平成元年４月 当社入社

 測量調査営業部長

平成２年３月 取締役就任

平成８年６月 常務取締役就任

 営業部長

平成12年５月 営業本部長兼営業部長

平成12年11月 本社営業本部長兼本社営業部長

平成13年５月 本社営業本部長兼第二営業部長兼第三

営業部長

平成13年７月 第一営業部担当役員兼第二営業部担当

役員兼第三営業部担当役員兼第三営業

部長

平成14年１月 株式会社エヌシージー沖縄取締役就任

平成14年５月 技術営業本部長

平成14年６月 技術営業本部長兼営業部長

平成14年10月 代表取締役社長就任（現任）

平成14年12月 営業本部長

平成19年４月 技術営業本部長

平成20年４月 営業部担当役員兼Ｗｅｂソリューショ

ン部担当役員兼開発部担当役員（現

任）

(注)３ 1

取締役
管理部担当

役員
上代　博 昭和27年２月23日生

昭和55年２月 川口税務会計事務所入所

平成10年６月 当社入社

 社長室長兼総務部次長

平成10年10月 経営企画室長

平成11年６月 経営企画室長兼総務部長

平成12年５月 経営企画室長兼管理本部長

平成12年６月 取締役就任（現任）

 経営企画室長

平成12年11月 管理本部長兼経営企画室長

平成13年７月 管理部担当役員

平成14年１月 株式会社エヌシージー沖縄取締役

平成14年５月 経営企画室長

平成14年７月 管理本部長

平成20年４月 管理部担当役員（現任）

(注)３ 10

取締役 － 熊谷　隆司 昭和30年９月23日生

昭和54年３月 株式会社昭文社入社

平成９年１月 同社製作部次長

平成13年９月 同社制作本部副本部長

平成14年12月 当社取締役就任（現任）

平成16年６月 株式会社昭文社制作本部長（現任）

平成18年６月 同社取締役就任（現任）

平成19年10月 同社空間情報システム本部長（現任）

(注)３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

取締役 － 内田　次郎 昭和30年11月14日生

昭和53年３月 株式会社昭文社入社

平成11年10月 同社電子営業部長

平成14年４月 同社デジタルコンテンツビジネス本部

副本部長兼電子営業部長

平成16年６月 同社デジタルコンテンツビジネス本部

長兼電子営業部長

平成18年６月 当社取締役就任（現任）

　 株式会社昭文社取締役就任（現任）

平成18年10月 キャンバスマップル株式会社取締役就

任（現任）

平成19年４月 株式会社昭文社デジタルコンテンツビ

ジネス本部長（現任）

平成19年10月 株式会社リビット取締役就任（現任）

平成19年12月 株式会社ＤＩＯジャパン取締役就任

（現任）

(注)３ －

取締役

デジタル情

報制作部担

当役員

大野　実樹 昭和38年12月16日生

平成３年８月 株式会社昭文社入社

平成18年１月 同社制作本部SiMAPシステム部長

平成19年10月 同社空間情報システム本部地理空間情

報部長

平成20年４月 株式会社昭文社より当社デジタル情報

制作部に出向

平成20年４月 当社取締役就任（現任）

平成20年４月 当社デジタル情報制作部担当役員（現

任）

(注)４ －

監査役

（常勤）
－ 多田　征平 昭和17年１月１日生

昭和35年４月 千葉銀行入行

平成14年４月 ちばぎんリース株式会社入社

平成14年６月 当社監査役（常勤）就任（現任）

(注)５ －

監査役 － 打出　外禧 昭和22年７月29日生

平成11年12月 株式会社昭文社入社

平成12年８月 同社総務部法務課長

平成13年６月 同社常勤監査役（現任）

平成20年６月 当社監査役就任（現任）

(注)６ －

監査役 － 大野　真哉 昭和38年１月８日生

平成８年２月 株式会社昭文社入社

平成13年10月 同社経理部長

平成14年６月 同社取締役就任（現任）

同社経営管理本部長（現任）

平成14年12月 当社監査役就任（現任）

平成18年７月 株式会社リビット監査役就任（現任）

平成19年７月 キャンバスマップル株式会社代表取締

役社長就任（現任）

(注)７ －

計 11

　（注）１．監査役多田征平、打出外禧、及び大野真哉は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．取締役熊谷隆司、内田次郎は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

３．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．平成20年４月25日開催の臨時株主総会の終結の時から他の在任取締役の任期満了時まで

５．平成17年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成20年６月25日開催の臨時株主総会の終結の時から３年間

７．平成19年６月26日開催の臨時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、厳しい経営環境に対応するために迅速かつ的確な経営判断が重要であると考えており、コーポレート・ガバ

ナンスの重要性を認識しております。また、コーポレート・ガバナンス体制の確立は、株主をはじめ企業関係者、その

他のステークホルダーから評価を得るための基本的な要件であり、経営における重要な課題のひとつとして、コーポ

レート・ガバナンスの充実及びコンプライアンス体制の強化に取り組み、進めております。

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①　会社の機関の基本説明 

当社は経営の透明性の充実、取締役会の活性化、経営体制の強化を図るため社外取締役制度を導入しており、取

締役４名のうち、社外取締役は２名となっております。

また、監査役制度を採用しており、監査役会の機能強化を図るため社外監査役制度を導入しており、監査役３名

のうち、社外監査役は３名となっております。

なお、平成20年４月25日開催の臨時株主総会において、新たに取締役１名の選任を行っております。これにより

取締役及び監査役の体制は、取締役５名（うち、社外取締役２名）、監査役３名（うち、社外監査役３名）となっ

ております。

②　会社の機関・内部統制の関係 

　当社の機関及び内部統制の関係は次のとおりであります。

③　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

　当社の内部統制システムに関する基本的な考え方は、以下のとおりです。

１．当社は、コンプライアンスの遵守が企業活動の基本であることを認識し、「行動指針」において「法律、規則

及びその趣旨の遵守と公平を重んじ、価値のある商品・サービスの提供を通じて広く社会・地域の発展に貢

献する」ことを掲げております。全ての取締役及び従業員が上述の「行動指針」を踏まえ、常に法令、定款を

遵守し、倫理を尊重した行動を取れるよう徹底いたします。

２．代表取締役社長のもとに内部監査担当部署を設置し、内部監査担当部署は、研修等を通じてコンプライアン

スに関する知識の普及に努めるとともに、法令、定款及び各種社内規定に基づき、業務の適法・適切な運営が

行われていることを監査します。また、当該監査が実効的に行なわれるよう監査役とも連携し、情報交換及び

監査の環境整備に努めます。監査結果については、必要に応じて代表取締役社長に報告します。

３．当社は、品質管理システムである「ISO9001」（以下「ISO9001」という。）、情報セキュリティマネジメント

システム（ISMS）の国際的な規格である「ISO27001」（以下「ISO27001」という。）及び個人情報保護マ

ネジメントシステムであるプライバシーマーク（以下「プライバシーマーク」という。）の認証を取得して

おり、規格の要求する内部監査を継続的に実施します。
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　また、内部統制システムに関する整備状況については、以下のとおりです。

１．取締役及び監査役の出席による定例取締役会を毎月開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経

営の基本方針、法令で定められた事項、その他経営に関する重要事項を審議することにより、意思決定の迅速

化を図り、コーポレート・ガバナンスの充実及びコンプライアンス遵守体制の強化に取り組んでおります。

２．各部の代表者で構成する本部長会議（取締役、部長、次長を含む。）を定期的に開催し、本部レベルでの業務

の調整や事業環境の分析、利益計画の進捗状況の報告など、情報の共有化を図り、経営判断へ反映させ、また、

緊急重要案件の発生の都度、臨時本部長会議を開催しております。

３．当社は、親会社の企業グループに属しており、親会社から経営体制及び監査体制の強化のために取締役及び

監査役の派遣を受け、毎月定期的に開催する定例取締役会のほか、必要に応じて開催される臨時取締役会等

で情報を交換し、グループの事業方針との調整、協議を行っております。

４．常勤監査役は、経営の意思決定や業務執行の状況を把握するため、取締役会、本部長会議等の重要な会議に出

席し、また、稟議書等を閲覧し、必要に応じて取締役、従業員に説明を求めております。

５．監査役は、必要に応じて代表取締役社長との意見交換を行うほか、会計監査人、当社の内部監査担当、親会社

の監査役会及び親会社の関係会社管理担当部署と相互に連携しております。

６．当社における情報資産のリスク評価等、「ISO27001」の規格が要求する管理手法によるマニュアル等を作成

し、それらの周知・徹底を図っております。

④　内部監査及び監査役監査の状況 

当社は、内部監査担当として内部監査室（１名）及び管理本部管理部内にその役割を置き、監査役会と会計監

査人と連携しながら、法令、定款及び各種社内規定に基づき、業務の適法・適切な運営が行われていることを監査

しております。また、「ISO9001」「ISO27001」の第三者認証機関による年１回の定期審査及び当社従業員で構成

する内部監査委員による年２回の内部監査を実施しております。

監査役監査につきましては、当社では監査役制度を採用し、監査役３名のうち１名は常勤監査役となっており、

監査役会を定期的に開催しております。毎月開催される取締役会への出席、常勤監査役による本部長会議への出

席及び従業員との面談、会計監査人の往査時に質問や確認を行うなど、監査の効率性と有効性を高めるべく監査

活動を行うとともに、内部監査担当及び会計監査人と連携を図っております。

当社では、これらの監査及び内部監査担当等との連携、さらに、親会社である株式会社昭文社との連携によって

監査の充実を図っております。

⑤　会計監査の状況 

当社は、会社法に基づく会計監査及び金融商品取引法に基づく会計監査を監査法人トーマツに依頼しておりま

す。

当社の会計監査を担当した公認会計士は以下のとおりであり、監査業務に係る補助者につきましては、公認会

計士、会計士補等が随時３名程度監査業務に携っています。

指定社員　業務執行社員　村上眞治

指定社員　業務執行社員　久世浩一

⑥　社外取締役及び社外監査役との関係 

当社の社外取締役である熊谷隆司、内田次郎は親会社より、社外監査役である多田征平、足立圭司は取引銀行出

身者、大野真哉は親会社からとなっており、社外取締役及び監査役と当社との間に重要な利害関係はありません。

なお、平成20年６月25日開催の定時株主総会において、監査役の足立圭司は辞任いたしました。その補欠として

新たに選任された社外監査役の打出外禧は親会社からとなっており、当社との間に重要な利害関係はありませ

ん。
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(2) リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理体制は、弁護士事務所と顧問契約を締結しており、必要に応じて顧問弁護士よりアドバイスを受

けております。

(3) 役員報酬の内容

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

　なお、当社は親会社である株式会社昭文社（以下「同社」という。）から社外取締役２名及び社外監査役１名を受

け入れて、経営改善や親会社の企業グループの事業方針との調整等を図っており、同社から受け入れている３名に

ついては無報酬となっております。

役員報酬： 取締役に支払った報酬 　 31,280千円 

　 監査役に支払った報酬 　 8,400千円 

(4) 監査報酬の内容

　当事業年度における当社の監査法人トーマツに対する監査報酬は以下のとおりであります。

監査報酬：

　

公認会計士法第２条第１項に規定す

る業務に基づく報酬

　

　

 

13,000

　

千円 

　 上記以外の業務に基づく報酬 　 462千円 

(5) 品質管理システム、情報セキュリティマネジメントシステム及び個人情報保護マネジメントシステム

　当社は製品及びサービスの品質の維持、向上のために品質管理システムである「ISO9001」の認証を、また、情報セ

キュリティに関する様々なリスクから企業を防衛し、お客様から信頼される企業として維持発展するために、情報

セキュリティマネジメントシステム（ISMS）の国際的な規格である「ISO27001」の認証、及びお客様等の個人情報

を法令に基づいて適切に取り扱い、漏洩防止等の安全対策の実施など個人情報の適切な保護のため個人情報保護マ

ネジメントシステムを導入し、プライバシーマークの認証を取得しております。

(6) ＩＲに関する活動状況

　当社は、アナリスト・機関投資家向けに年間２回の決算報告及び会社説明会を開催しております。また、当社ホー

ムページで事業に関わるニュースや財務情報、会社説明会資料の掲載を行うなど、迅速かつ積極的なＩＲ活動に努

めております。

(7) 取締役の定数

　当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。

(8) 取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数によって選任する旨、及び累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

(9) 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。こ

れは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

ものであります。

(10) 中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年

９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。
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第５【経理の状況】

財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令59号）」（以下「財務諸表

等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第25期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第26期事

業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第25期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財

務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第26期事業年度（平成19年４月１日から平

成20年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。

連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   720,404   591,959  

２．受取手形   1,396   10,033  

３．売掛金 ※２  336,552   563,666  

４．商品   1,714   4,640  

５．仕掛品   160,736   84,325  

６．貯蔵品   20   20  

７．前払費用   10,366   11,809  

８．前払金   41,577   420,478  

９．繰延税金資産   42,257   21,487  

10．その他   1,724   881  

貸倒引当金   －   △796  

流動資産合計   1,316,749 53.2  1,708,505 59.9

Ⅱ　固定資産        

(1) 有形固定資産        

１．建物 ※１  1,072,861   1,080,010  

２．構築物   41,354   42,544  

３．器具及び備品   483,719   501,096  

４．土地 ※１  377,015   377,015  

５．その他   21,421   21,421  

減価償却累計額   △941,285   △990,647  

有形固定資産合計   1,055,086 42.7  1,031,440 36.1

(2) 無形固定資産        

１．ソフトウェア   92,652   104,940  

２．電話加入権   2,709   2,709  

３．水道施設利用権   1,709   1,506  

無形固定資産合計   97,071 3.9  109,156 3.8
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前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(3) 投資その他の資産        

１．投資有価証券   206   351  

２．出資金   1,010   1,010  

３．従業員長期貸付金   330   －  

４．敷金保証金   630   630  

５．会員権   330   330  

６．その他   3,709   3,412  

貸倒引当金   △1,000   △970  

投資その他の資産合計   5,216 0.2  4,764 0.2

固定資産合計   1,157,374 46.8  1,145,361 40.1

資産合計   2,474,124 100.0  2,853,867 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   49,902   72,942  

２．短期借入金 ※１  20,000   146,000  

３．一年以内返済予定長期
借入金

※１  527,587   393,056  

４．未払金   14,936   17,343  

５．未払費用   57,755   58,090  

６．未払法人税等   6,462   6,863  

７．前受金 ※２  108,326   401,746  

８．預り金   2,182   2,896  

９．未払消費税等   2,669   21,663  

10．賞与引当金   43,242   45,922  

11．受注損失引当金   －   2,849  

流動負債合計   833,064 33.7  1,169,373 41.0

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※１  443,431   376,294  

２．繰延税金負債   30   89  

３．退職給付引当金   78,175   85,417  

４．その他   1,500   1,500  

固定負債合計   523,137 21.1  463,301 16.2

負債合計   1,356,201 54.8  1,632,674 57.2

 

EDINET提出書類

日本コンピュータグラフィック株式会社(E05128)

有価証券報告書

28/66



  
前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   985,250 39.8  985,250 34.5

２．資本剰余金        

(1) 資本準備金  520,677   520,677   

資本剰余金合計   520,677 21.1  520,677 18.3

３．利益剰余金        

(1) その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  △388,065   △284,882   

利益剰余金合計   △388,065 △15.7  △284,882 △10.0

株主資本合計   1,117,861 45.2  1,221,045 42.8

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  60 0.0  147 0.0

評価・換算差額等合計   60 0.0  147 0.0

純資産合計   1,117,922 45.2  1,221,192 42.8

負債純資産合計   2,474,124 100.0  2,853,867 100.0
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②【損益計算書】

  

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％)

Ⅰ　売上高 ※１       

１．マッピング・Ｗｅｂ
サービス売上高

 1,785,630   2,130,441   

２．システムソリューショ
ン売上高

 109,178 1,894,808 100.0 127,585 2,258,027 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．マッピング・Ｗｅｂ
サービス売上原価

 1,365,146   1,699,022   

２．システムソリューショ
ン売上原価

 83,407 1,448,554 76.4 93,259 1,792,282 79.4

売上総利益   446,254 23.6  465,744 20.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※2,3  278,554 14.7  313,423 13.9

営業利益   167,699 8.9  152,320 6.7

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  514   1,470   

２．受取配当金  2   2   

３．事務代行手数料  250   244   

４．区画整理に伴う補償金
収入

 741   21   

５．賃貸収入  11,100   11,100   

６．雑収入  414 13,023 0.6 792 13,632 0.6

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  30,424   27,056   

２．賃貸収入原価  9,101   8,526   

３．雑損失  522 40,048 2.1 947 36,531 1.6

経常利益   140,674 7.4  129,421 5.7

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  60 60 0.0 － － －

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※４ 2,993   1,818   

２．ソフトウェア評価損  3,184   －   

３．解体撤去費用  852 7,030 0.3 － 1,818 0.0

税引前当期純利益   133,704 7.1  127,603 5.7

法人税、住民税及び事業
税

 3,650   3,650   

法人税等調整額  △2,181 1,468 0.1 20,770 24,420 1.1

当期純利益   132,236 7.0  103,183 4.6
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売上原価明細書

(1) マッピング・Ｗｅｂサービス売上原価明細書

  

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

Ⅰ　労務費  481,000 31.6 503,996 30.0

Ⅱ　経費 ※１ 1,041,991 68.4 1,178,752 70.0

当期総製造費用  1,522,991 100.0 1,682,748 100.0

期首仕掛品たな卸高  47,251  160,736  

小計  1,570,243  1,843,484  

期末仕掛品たな卸高  160,736  84,325  

他勘定振替高 ※２ 44,360  60,137  

当期マッピング・Ｗｅｂ
サービス売上原価

 1,365,146  1,699,022  

      

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

　原価計算の方法は個別原価計算によっております。 　原価計算の方法は個別原価計算によっております。

※１　経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１　経費の主な内訳は次のとおりであります。

外注加工費 832,544千円

減価償却費 49,949千円

無形固定資産償却費 34,469千円

ロイヤリティ 26,868千円

消耗品費 36,241千円

通信費 11,690千円

外注加工費 930,165千円

減価償却費 52,026千円

無形固定資産償却費 42,510千円

ロイヤリティ 40,450千円

消耗品費 27,480千円

通信費 16,408千円

水道光熱費 12,362千円

海外渡航費 16,194千円

受注損失引当金繰入額 2,849千円

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

ソフトウェア 44,360千円 ソフトウェア 60,137千円

(2) システムソリューション売上原価明細書

  

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

Ⅰ　労務費  27,399 55.6 26,938 61.3

Ⅱ　経費 ※１ 21,919 44.4 17,019 38.7

当期総製造費用  49,319 100.0 43,957 100.0

期首仕掛品たな卸高  －  －  

小計  49,319  43,957  

期末仕掛品たな卸高  －  －  
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前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

他勘定振替高 ※２ 2,379  －  

当期製品製造原価  46,940  43,957  

期首商品たな卸高  6,121  1,714  

当期商品仕入高  32,060  52,228  

計  85,122  97,900  

期末商品たな卸高  1,714  4,640  

当期システムソリュー
ション売上原価

 83,407  93,259  

      

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

　原価計算の方法は個別原価計算によっております。 　原価計算の方法は個別原価計算によっております。

※１　経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１　経費の主な内訳は次のとおりであります。

減価償却費 3,927千円

無形固定資産償却費 13,145千円

通信費 822千円

水道光熱費 739千円

減価償却費 2,920千円

無形固定資産償却費 8,393千円

消耗品費 1,928千円

通信費 997千円

水道光熱費 843千円

外注加工費 560千円

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２　　　　　　　――――――――

ソフトウェア 2,379千円  
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日 残高
(千円)

985,250 520,677 520,677 △520,301 △520,301 985,625 96 96 985,722

事業年度中の変動額          

当期純利益 － － － 132,236 132,236 132,236 － － 132,236

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

－ － － － － － △36 △36 △36

事業年度中の変動額合計
(千円)

－ － － 132,236 132,236 132,236 △36 △36 132,200

平成19年３月31日 残高
(千円)

985,250 520,677 520,677 △388,065 △388,065 1,117,861 60 60 1,117,922

当事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日 残高
(千円)

985,250 520,677 520,677 △388,065 △388,065 1,117,861 60 60 1,117,922

事業年度中の変動額          

当期純利益 － － － 103,183 103,183 103,183 － － 103,183

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

－ － － － － － 86 86 86

事業年度中の変動額合計
(千円)

－ － － 103,183 103,183 103,183 86 86 103,269

平成20年３月31日 残高
(千円)

985,250 520,677 520,677 △284,882 △284,882 1,221,045 147 147 1,221,192
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益  133,704 127,603

減価償却費  72,483 72,437

無形固定資産償却費  48,265 51,618

貸倒引当金の増加額(△減少額)  △60 766

賞与引当金の増加額  15,056 2,679

受注損失引当金の増加額(△減少額)  △1,117 2,849

退職給付引当金の増加額  10,042 7,241

固定資産除却損  2,993 1,818

ソフトウェア評価損  3,184 －

受取利息及び受取配当金  △516 △1,473

支払利息  30,424 27,056

売上債権の減少額(△増加額)  458,479 △235,750

前払金の増加額  － △378,901

たな卸資産の減少額(△増加額)  △109,077 73,484

その他流動資産の減少額(△増加額)  △42,094 1,100

仕入債務の増加額(△減少額)  △92,845 23,039

未払金の増加額(△減少額)  6,178 △406

未払費用の増加額(△減少額)  5,816 974

前受金の増加額  － 293,419

未払消費税等の増加額(△減少額)  △5,932 18,994

その他流動負債の増加額(△減少額)  106,500 1,115

その他の投資の増加額  △5,011 △13

小計  636,474 89,653

利息及び配当金の受取額  516 1,473

利息の支払額  △29,778 △28,563

法人税等の支払額  △3,650 △3,650

営業活動によるキャッシュ・フロー  603,562 58,914
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前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の払戻による収入  35,000 －

投資有価証券の売却による収入  1,900 －

有形固定資産の取得による支出  △84,550 △47,563

無形固定資産の取得による支出  △61,935 △64,761

その他  815 632

投資活動によるキャッシュ・フロー  △108,769 △111,692

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加額(△純減少額)  △30,000 126,000

長期借入金の借入れによる収入  450,000 500,000

長期借入金の返済による支出  △727,433 △701,667

社債の償還による支出  △50,000 －

財務活動によるキャッシュ・フロー  △357,433 △75,667

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額(△減少額)  137,359 △128,445

Ⅴ　現金及び現金同等物期首残高  583,044 720,404

Ⅵ　現金及び現金同等物期末残高  720,404 591,959
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重要な会計方針

 
前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

１．有価証券の評価基準及び評価

方法

その他有価証券

時価のあるもの

当事業年度末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及び評

価方法

(1) 商品

個別法による原価法

(1) 商品

同左

 (2) 仕掛品

個別法による原価法

(2) 仕掛品

同左

 (3) 貯蔵品

最終仕入原価法

(3) 貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

定率法によっております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備は除く）について

は、定額法を採用しております。

また、取得価額が10万円以上20万円

未満の減価償却資産については、３年

間で均等償却する方法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　 28～50年

器具及び備品　3～10年

(1) 有形固定資産

定率法によっております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備は除く）について

は、定額法を採用しております。

また、取得価額が10万円以上20万円

未満の減価償却資産については、３年

間で均等償却する方法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　 28～50年

器具及び備品　3～10年

  （会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度

より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変

更しております。

これによる営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益への影響は軽微で

あります。
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前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

  （追加情報）

法人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得価

額の５％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。

これによる営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益への影響は軽微で

あります。

 (2) 無形固定資産

市場販売目的のソフトウェアにつ

いては、見込使用期間（３年）による

定額法を、また、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用

可能期間（３年または５年）による

定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、

賞与支給見込額の当事業年度負担額

を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

 (3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務

（自己都合による要支給額）の見込

額に基づき、計上しております。

(3) 退職給付引当金

同左

 (4) 　　　―――――――― (4) 受注損失引当金

　受注契約に係る将来の損失に備える

ため、当事業年度末における受注のう

ち発生する原価の見積額が受注額を

超過する可能性が高いものについて、

損失見込額を計上しております。
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前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左

６．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　特例処理によっております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

・・・・金利スワップ

ヘッジ対象

・・・・借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

・・・・同左

ヘッジ対象

・・・・同左

 (3) ヘッジ方針

　金利リスクの低減のため、対象債務

の範囲内でヘッジを行っております。

(3) ヘッジ方針

同左

 (4) ヘッジの有効性の評価の方法

　金利スワップについては特例処理に

よっており、有効性の評価を省略して

おります。

(4) ヘッジの有効性の評価の方法

同左

７．キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。

同左

８．その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は1,117,922千

円であります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

――――――――

表示方法の変更

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

―――――――― （キャッシュ・フロー計算書）

前事業年度まで営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他流動資産の減少額(△増加額)」に含めて表示

しておりました「前払金の増加額」及び「その他流動

負債の増加額(△減少額)」に含めて表示しておりました

「前受金の増加額」については、当事業年度より区分掲

記しております。

なお、前事業年度の「その他流動資産の減少額(△増加

額)」に含まれている「前払金の増加額」は41,577千円、

「その他流動負債の増加額(△減少額)」に含まれている

「前受金の増加額」は107,103千円であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務 ※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務

（イ）担保に供している資産 （イ）担保に供している資産

建物 551,684千円

土地 377,015千円

計 928,700千円

建物 529,645千円

土地 377,015千円

計 906,660千円

（ロ）上記に対応する債務 （ロ）上記に対応する債務

短期借入金 20,000千円

一年以内返済予定長期借入金 421,187千円

長期借入金 417,931千円

計 859,118千円

短期借入金 －　

一年以内返済予定長期借入金 284,636千円

長期借入金 346,654千円

計 631,291千円

※２　関係会社項目

　関係会社に対する主な資産及び負債には、次のもの

があります。

※２　関係会社項目

　関係会社に対する主な資産及び負債には、次のもの

があります。

流動資産   

売掛金 134,756千円

流動負債   

前受金 105,221千円

流動資産   

売掛金 245,794千円

流動負債   

前受金 400,239千円
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（損益計算書関係）

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

関係会社への売上高 1,231,706千円 関係会社への売上高 1,591,330千円

※２　販売費及び一般管理費 ※２　販売費及び一般管理費

　販売費に属する費用のおおよその割合は44％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は56％

であります。

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　販売費に属する費用のおおよその割合は42％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は58％

であります。

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 37,280千円

給与・賞与 83,975千円

賞与引当金繰入額 9,311千円

退職給付費用 2,860千円

その他人件費 22,148千円

販売促進費 1,668千円

減価償却費 9,675千円

無形固定資産償却費 436千円

研究開発費 32,267千円

役員報酬 39,680千円

給与・賞与 86,646千円

賞与引当金繰入額 9,516千円

退職給付費用 2,559千円

その他人件費 23,733千円

販売促進費 2,017千円

減価償却費 8,844千円

無形固定資産償却費 410千円

研究開発費 32,587千円

貸倒引当金繰入額 796千円

※３　研究開発費の総額 ※３　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 32,267千円 一般管理費に含まれる研究開発費 32,587千円

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

器具及び備品 2,993千円 器具及び備品 1,585千円

ソフトウェア 232千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 13,110 － － 13,110

合計 13,110 － － 13,110

当事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 13,110 － － 13,110

合計 13,110 － － 13,110

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

　　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

　　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在) (平成20年３月31日現在)

 (千円)

現金及び預金勘定 720,404

現金及び現金同等物 720,404

 (千円)

現金及び預金勘定 591,959

現金及び現金同等物 591,959
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（リース取引関係）

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1) 借主側 (1) 借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額 

(千円)

減価償却累
計額相当額

(千円)

期末残高相
当額 

(千円)

器具及び備品 25,826 12,807 13,019

車両運搬具 11,377 8,807 2,570

合計 37,204 21,615 15,589

 
取得価額相
当額 

(千円)

減価償却累
計額相当額

(千円)

期末残高相
当額 

(千円)

器具及び備品 40,382 18,816 21,566

車両運搬具 12,301 4,334 7,967

合計 52,684 23,150 29,533

②　未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

１年内 7,223千円

１年超 10,126千円

合計 17,350千円

１年内 10,623千円

１年超 20,728千円

合計 31,351千円

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 16,420千円

減価償却費相当額 13,249千円

支払利息相当額 2,483千円

支払リース料 13,268千円

減価償却費相当額 10,520千円

支払利息相当額 2,804千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

(2) 貸主側 (2) 貸主側

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

１年内 5,168千円

１年超 8,633千円

合計 13,802千円

１年内 8,420千円

１年超 13,107千円

合計 21,528千円

(注)　上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未経

過リース料期末残高相当額であります。

なお、当該転貸リース取引はおおむね同一の条件

で第三者にリースしていますのでほぼ同額の残

高が上記の借主側の未経過リース料期末残高相

当額に含まれております。

(注)　　　　　　　　　同左

(減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について)

 　　　　　　　　　　　同左
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（有価証券関係）

前事業年度（平成19年３月31日現在）

１．売買目的有価証券

　該当事項はありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　該当事項はありません。

３．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　該当事項はありません。

４．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価

(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差　額
(千円)

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1) 株式 44 136 91

(2) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3) その他 － － －

小計 44 136 91

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1) 株式 － － －

(2) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3) その他 － － －

小計 － － －

合計 44 136 91

５．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

６．時価評価されていない主な有価証券の内容

 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 70

７．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　該当事項はありません。

当事業年度（平成20年３月31日現在）

１．売買目的有価証券

　該当事項はありません。
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２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　該当事項はありません。

３．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　該当事項はありません。

４．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価

(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差　額
(千円)

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1) 株式 44 281 236

(2) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3) その他 － － －

小計 44 281 236

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1) 株式 － － －

(2) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3) その他 － － －

小計 － － －

合計 44 281 236

５．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

６．時価評価されていない主な有価証券の内容

 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 70

７．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

(1) 取引の内容

当社は金利スワップ取引を行っております。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引の利用目的及び取引に対する取組方針

当社は資金調達コストの削減を目的として金利ス

ワップ取引を利用しており、投機的な取引は行わない方

針であります。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

(2) 取引の利用目的及び取引に対する取組方針

同左

①　ヘッジ会計の方法

金利スワップの特例処理の条件を充たしているも

のにつき、特例処理を採用しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ対象とヘッジ手段

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

②　ヘッジ対象とヘッジ手段

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…同左

③　ヘッジ方針

金利リスク低減のため、対象債務の範囲内でヘッジ

を行っております。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジの有効性の評価方法

金利スワップについては特例処理によっており、有

効性の評価を省略しております。

④　ヘッジの有効性の評価方法

同左

(3) 取引に係るリスクの内容

市場金利の変動によるリスクを有しております。な

お、これらの取引の契約先は信用度の高い金融機関に

限っているため、相手先の契約不履行によるリスクはほ

とんどないと認識しております。

(3) 取引に係るリスクの内容

同左

(4) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引について特段の規程は設けており

ませんが、デリバティブ取引を行う際は借入等の取引に

準じ、これらの取引における規程によって決裁を行って

おります。また、デリバティブ取引に関わるリスク管理

は管理部で行っております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

同左

２．取引の時価等に関する事項

前事業年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引についてはヘッジ会計が適用されており、開示する事項はありません。

当事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引についてはヘッジ会計が適用されており、開示する事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

２．退職給付債務及びその内訳

　当社は、退職給付債務の算定方法として、簡便法によっております。

 
前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)

退職給付債務(千円) 78,175 85,417

退職給付引当金(千円) 78,175 85,417

３．退職給付費用の内訳

 

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

退職給付費用(千円) 13,379 12,827

勤務費用(千円) 13,379 12,827

　（注）勤務費用は簡便法による退職給付費用であります。

（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 
平成12年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　 ７名

当社従業員　　 32名

ストック・オプション数 普通株式　　　320株

付与日 平成12年６月28日

権利確定条件

権利行使時において、当社の取締役、監査役または従業員の地位を保有して

いることを要する。

その他の条件については、当社と付与対象者との間で締結した「新株引受

権付与契約」の定めによるものとする。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間

平成13年７月１日から

平成18年６月30日まで

但し、上記期間内であっても、当社株式が東京証券取引所に上場された日か

ら１年が経過するまでは権利行使できないものとする。

 （注）株式数に換算して記載しております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成12年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　　（株）  

前事業年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　　（株）  

前事業年度末 143

権利確定 －

権利行使 －

失効 143

未行使残 －

②　単価情報

 
平成12年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 300,000

行使時平均株価　　　　　（円） －

公正な評価単価（付与日）（円） －

当事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

 　  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成19年３月31日現在)

 当事業年度

(平成20年３月31日現在)

繰延税金資産        

退職給付引当金損金算入限度額超過  31,653    34,585  

賞与引当金否認  17,509    18,594  

無形固定資産償却限度額超過  38,341    39,509  

税務上の繰越欠損金  208,936    146,660  

たな卸資産評価損否認  618    618  

研究開発費否認  30,013    31,935  

減損損失  67,626    67,626  

その他  4,586    7,613  

繰延税金資産小計  399,285    347,143  

評価性引当額  △357,027    △325,656  

繰延税金資産合計  42,257    21,487  

繰延税金負債        

その他有価証券評価差額金  △30    △89  

繰延税金負債合計  △30    △89  

繰延税金資産の純額  42,226    21,397  

        

　（注）前事業年度及び当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 　  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成19年３月31日現在)

 当事業年度

(平成20年３月31日現在)

流動資産－繰延税金資産  42,257    21,487  

固定負債－繰延税金負債  △30    △89  

        

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 　  (単位：％)

 
前事業年度

(平成19年３月31日現在)

 当事業年度

(平成20年３月31日現在)

法定実効税率  40.5    40.5  

（調整）        

交際費等永久に損金に算入されない項目  0.2    0.3  

住民税等均等割  2.7    2.9  

評価性引当額の減少  △42.3    △24.6  

その他  0.0    0.0  

税効果会計適用後の法人税等の負担率  1.1    19.1  

（持分法損益等）
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前事業年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前事業年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）

(1) 親会社及び法人主要株主等

属性
氏名及び
会社名

住所
資本金

(百万円)
事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上の関係

親会社 ㈱昭文社

東京都

千代田

区

9,903

地図・雑誌・

ガイドブック

の企画・制作

及び出版販売、

関連するデジ

タルデータ

ベースの企画

・制作・販売

(被所有)

直接

67.8％

兼任

３名

同社からデジ

タル地図デー

タの入力等の

業務を受託。

当社は、デジタ

ル情報の配信

等を提供。

製品販売、同社

からデジタル

地図データの

入力等及びデ

ジタル情報の

配信等の業務

を受託。

1,231,706
売掛金

前受金

134,756

105,221

製造経費 16,811 未払金 78

（注）１．上記(1)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

製品の販売については市場価格を参考にしており、また、受託業務については個別のプロジェクト毎

に仕様に基づき積算された見積価格等をもとに交渉のうえ決定しております。

(2) 役員及び個人主要株主等

属性
氏名及び
会社名

住所
資本金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上の関係

役員 船山 亮司
千葉県

市原市
－

当社代表取締

役社長

（被所有）

直接

0.01％

－ －
当社の借入債

務の保証
31,718 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

当社金融機関借入債務に対する役員による保証については、保証料の支払いは生じておりません。千葉県

信用保証協会との債務保証委託契約を締結するにつき、当該契約については連帯保証契約を受けたもので

あります。

当事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

(1) 親会社及び法人主要株主等

属性
氏名及び
会社名

住所
資本金

(百万円)
事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上の関係

親会社 ㈱昭文社

東京都

千代田

区

9,903

地図・雑誌・

ガイドブック

の企画・制作

及び出版販売、

関連するデジ

タルデータ

ベースの企画

・制作・販売

(被所有)

直接

67.8％

兼任

３名

同社からデジ

タル地図デー

タの入力等の

業務を受託。

当社は、デジタ

ル情報の配信

等を提供。

製品販売、同社

からデジタル

地図データの

入力等及びデ

ジタル情報の

配信等の業務

を受託。

1,591,330
売掛金

前受金

245,794

400,239

製造経費 17,348
買掛金

未払金

7,140

325

（注）１．上記(1)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

製品の販売については市場価格を参考にしており、また、受託業務については個別のプロジェクト毎に仕

様に基づき積算された見積価格等をもとに交渉のうえ決定しております。

製造経費については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。
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(2) 役員及び個人主要株主等

属性
氏名及び
会社名

住所
資本金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上の関係

役員 船山 亮司
千葉県

市原市
－

当社代表取締

役社長

（被所有）

直接

0.01％

－ －
当社の借入債

務の保証
20,041 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

当社金融機関借入債務に対する役員による保証については、保証料の支払いは生じておりません。千葉県信用

保証協会との債務保証委託契約を締結するにつき、当該契約については連帯保証契約を受けたものでありま

す。
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（１株当たり情報）

項目

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

１株当たり純資産額(円) 85,272.49 93,149.68

１株当たり当期純利益金額(円) 10,086.66 7,870.59

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりませ

ん。

同左

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益(千円) 132,236 103,183

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る当期純利益(千円) 132,236 103,183

期中平均株式数(株) 13,110 13,110

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜

在株式の概要

旧商法第280条ノ19の規定に基

づく新株引受権。

なお、行使期間は平成18年６月

30日までであります。

――――――――
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（重要な後発事象）

前事業年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）

株式会社ペンタくん（以下「原告」という。）は、当社の地理情報入力編集システム「ＮＩＧＭＡＳ（ニグマ

ス）」を使用した地図データの作成方法に関し、原告が保有する特許権（特許番号：第2770097号）を侵害する

ものとして、地図データの作成差し止め、作成された地図データ及びその装置の利用・販売・頒布の停止並びに

廃棄、損害賠償請求権を主張し、平成17年１月25日付で東京地方裁判所に訴訟を提起しました。

平成19年４月19日に同裁判所にて原告の請求をいずれも棄却する判決があり、判決理由のなかで当該発明は進

歩性欠如のため無効審判により無効にされるものとありましたが、この判決を不服として、原告は、平成19年５月

１日付で知的財産高等裁判所に訴訟を提起（控訴）いたしました。

なお、当該特許について、当社は、特許の無効を求めて平成18年９月６日付で無効審判請求書を特許庁に提出い

たしましたが、特許庁から平成19年４月17日付で請求を棄却する旨の審決があり、この審決の取り消しを目的と

して平成19年５月24日付で特許審決取消訴訟を提起しております。

当事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

（株式会社昭文社との株式交換について）

当社は、平成19年12月18日開催の取締役会において、株式会社昭文社（以下「昭文社」という。）を完全親会社

とし、当社を完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日、昭文社と株式交換契約を締結しました。当該

株式交換契約は平成20年２月20日開催の臨時株主総会において承認され、平成20年４月１日をもって株式交換が

実施され、昭文社は、効力発生日（平成20年４月１日）の前日の最終の当社の株主名簿（実質株主名簿を含む。）

に記載又は記録された当社の株主（実質株主を含む。ただし、昭文社を除く。）に対し、当社株式１株につき昭文

社の普通株式150株の割合をもって割当ていたしました。これにより、当社は昭文社の完全子会社となりました。

なお、当社株式は株式会社昭文社との株式交換により、平成20年3月26日に東京証券取引所マザーズを上場廃止

となりました。

１．株式交換の目的

当社は、昭文社における電子事業への積極投資の中、同社からの受注が急激に増加しており、売上高の65％を

超える水準となり、昭文社への依存度が従来以上に高まってきております。当社の独自事業として行ってきて

いるＧＩＳにおける入力事業においては、各社共に安価な海外労働力を活用することによる価格競争が以前に

もまして激しくなっており、利益の確保が厳しい状況となっております。また、携帯端末における地図コンテン

ツの配信サービスは、従来よりブランド力のある昭文社のサービスと位置づけて展開しておりました。斯かる

環境下、当社としては、その事業を昭文社と統合することにより、市場における競争相手とも充分に対抗できる

体制が整うものと判断したものであります。

２．株式交換の内容

(1) 株式交換の日程

平成20年２月20日  臨時株主総会開催日

平成20年３月26日  上場廃止日

平成20年４月１日  株式交換日（効力発生日）

(2）株式交換比率

当社及び昭文社は、株式交換比率の算定の公正性を担保するために、それぞれ第三者算定機関であるＴＦ

Ｐビジネスソリューション株式会社（以下「ＴＦＰ」という。）及び野村證券株式会社（以下「野村證券」

という。）に株式交換比率の算定を依頼しました。当社はＴＦＰによる株式交換比率の算定結果を参考に、昭

文社は野村證券による株式交換比率の算定結果を参考に、両社の市場株価の動向及び財務予測等の要因を総

合的に勘案して両社で交渉・協議を重ねた結果、それぞれ平成19年12月18日開催の取締役会において、当社

普通株式１株に対して、昭文社の普通株式150株を交付することが妥当でありかつ双方の株主の利益に資す

るものと判断いたしました。

会社名
昭文社

(株式交換完全親会社)
当　社

(株式交換完全子会社)

株式交換比率 1 150

３．株式交換の相手会社の概要
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商　号 株式会社昭文社

本店の所在地 東京都千代田区麹町三丁目１番地

代表者の氏名 代表取締役社長　　黒田　茂夫

資本金の額 9,903百万円

純資産の額 単体　33,950百万円　連結　33,968百万円　（平成20年3月31日現在）

総資産の額 単体　38,731百万円　連結　39,794百万円　（平成20年3月31日現在）

直近の業績
売上高　　単体　16,828百万円　連結　17,623百万円

当期利益　単体 △1,501百万円　連結 △1,294百万円　（平成20年3月31日現在）

事業の内容
地図・雑誌・ガイドブックの企画・制作及び出版販売、並びにデジタルデータベースの

企画・制作・販売およびそれらを活用したサービスの提供

（重要な資産の譲渡について）

当社は、平成20年４月１日をもって株式会社昭文社（以下「昭文社」という。）の完全子会社となり、昭文社と

事業の統合を進めております。さらに統合を推し進めるため、平成20年６月25日開催の取締役会において、当社が

開発したWebサービスに関するソフトウェアを下記のとおり昭文社に譲渡することを決議いたしました。

１．契約締結日 平成20年６月25日

２．譲渡金額 146,770千円

３．譲渡益見込額 65,180千円
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　【株式】

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額
(千円)

投資有価証

券

その他有

価証券

株式会社きもと 200 281

株式会社市原コミュニティー・ネットワーク・

テレビ
40 70

小計 240 351

計 240 351

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高

(千円)
当期増加額

(千円)
当期減少額

(千円)
当期末残高

(千円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末残
高

(千円)

有形固定資産        

建物 1,072,861 7,149 － 1,080,010 550,365 29,188 529,645

構築物 41,354 1,189 － 42,544 31,156 2,185 11,387

器具及び備品 483,719 42,038 24,661 501,096 404,126 38,345 96,970

土地 377,015 － － 377,015 － － 377,015

その他 21,421 － － 21,421 4,999 2,717 16,422

有形固定資産計 1,996,372 50,377 24,661 2,022,088 990,647 72,437 1,031,440

無形固定資産        

ソフトウェア 160,415 64,761 45,826 179,350 74,409 51,415 104,940

電話加入権 2,709 － － 2,709   2,709

水道施設利用権 3,083 － － 3,083 1,577 203 1,506

無形固定資産計 166,208 64,761 45,826 185,143 75,986 51,618 109,156

長期前払費用 2,709 869 1,135 2,442 － － 2,442

　（注）当期増減額の主な内容

器具及び備品の増加 サーバー、パソコン、サーバーラック等の購入による増加 42,038千円

器具及び備品の減少 サーバー、パソコン等の除却による減少 24,661千円

ソフトウェアの増加 自社開発ソフトウェア（ちず丸ＡＳＰ等）の資産計上による増加 60,137千円

ソフトウェアの減少 自社開発ソフトウェア（配信環境の統合と拡張等）の償却終了による減少 45,238千円
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高

(千円)
当期末残高

(千円)
平均利率

(％) 返済期限

短期借入金 20,000 146,000 2.02 －

１年以内に返済予定の長期借入金 527,587 393,056 2.41 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －　

長期借入金（１年以内に返済予定のものを

除く。）
443,431 376,294 2.48 平成21年～27年

リース債務（１年以内に返済予定のものを

除く。）
－ － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 991,018 915,351 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

253,224 64,520 13,800 13,800

【引当金明細表】

区分
前期末残高

(千円)
当期増加額

(千円)

当期減少額
(目的使用)

(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 1,000 796 － 30 1,766

賞与引当金 43,242 45,922 43,242 － 45,922

受注損失引当金 － 2,849 － － 2,849

　（注）貸倒引当金の当期減少額「その他」は、債権回収による取崩額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 566

預金  

普通預金 491,392

定期預金 100,000

小計 591,392

合計 591,959

ロ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社きもと 9,770

ビルコン株式会社 262

合計 10,033

期日別内訳

期日別 金額(千円)

平成20年４月 3,461

平成20年５月 6,466

平成20年６月 105

合計 10,033

ハ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社昭文社 245,794

株式会社刊広社 38,869

財団法人消防科学総合センター 35,191

八王子市役所 30,002

新日本測量設計株式会社 24,801

その他 189,007

合計 563,666

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
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前期繰越高
(千円)

当期発生高
(千円)

当期回収高
(千円)

次期繰越高
(千円) 回収率(％) 滞留期間(日)

(A) (B) (C) (D)
(C)

────
(A)＋(B)

× 100

(A)＋(D)
────
２

─────
(B)

────
366

336,552 2,370,928 2,143,814 563,666 79.2 69.5

　（注）当期発生高には消費税等が含まれております。

ニ．商品

品目 金額(千円)

システムソリューション機器 814

ソフトウェア 3,339

サプライ品 487

合計 4,640

ホ．仕掛品

区分 金額(千円)

マッピング・Ｗｅｂサービス 84,325

合計 84,325

へ．貯蔵品

区分 金額(千円)

用度品他雑品 20

合計 20

ト．前払金

相手先別内訳

区分 金額(千円)

株式会社データエンジニア 418,870

その他 1,608

合計 420,478

②流動負債

イ．買掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社データエンジニア 17,029

トランスコスモス株式会社 12,600

株式会社昭文社 7,140

株式会社ゼンリン 4,239

丸紅インフォテック株式会社 3,499

その他 28,433
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相手先 金額(千円)

合計 72,942

ロ．前受金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社昭文社 400,239

その他 1,506

合計 401,746
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(3) 【その他】

訴訟

当社は、当社の開発した地理情報入力編集システム「ＮＩＧＭＡＳ（ニグマス）」を使用した地図データの作成

方法に関し、株式会社ペンタくん（以下「原告」という。）から特許権（特許番号：第2770097号）を侵害している

として訴訟の提起を受けましたが、平成19年4月19日に東京地方裁判所において、原告の請求は棄却され、当社は勝

訴しました。判決理由のなかで当該発明は進歩性欠如のため無効審判により無効にされるものと認めております

が、この判決を不服として原告は控訴しており、現在係争中であります。

また、当社は当該特許の無効を求めて平成18年９月６日付で無効審判請求書を特許庁に提出いたしましたが、特

許庁から平成19年４月17日付で請求を棄却する審決がありました。当社は、この審決の取り消しを目的として平成

19年５月24日付で特許審決取消訴訟を提起しておりましたが、平成20年３月25日に知財高裁で審決を取り消す勝訴

判決があり、株式会社ペンタくんは上告せず、確定判決となりました。なお、知財高裁の判決により、特許庁は再度審

決を行うことになります。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、50株券、10株券　５株券及び１株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

取扱場所

　

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

　

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 印紙税相当額

端株の買取り  

取扱場所

　

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

　

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第25期）（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）平成19年６月26日関東財務局長に提出

(2) 臨時報告書

平成19年６月29日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号（訴訟の提起または判決等）の規定に基づく臨時報告書

であります。

平成19年12月18日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換）の規定に基づく臨時報告書であります。

(3) 臨時報告書の訂正報告書

平成19年12月19日関東財務局長に提出

平成19年12月18日に提出した臨時報告書に係る訂正報告書であります。

(4) 半期報告書

（第26期中）（自 平成19年４月１日　至 平成19年９月30日）平成19年12月25日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

   平成１９年６月２６日

日本コンピュータグラフィック株式会社   

 取締役会　御中   

 監査法人トーマツ

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 村上  眞治　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 久世  浩一　　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本コ

ンピュータグラフィック株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２５期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本コン

ピュータグラフィック株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成２０年６月２５日

日本コンピュータグラフィック株式会社   

 取締役会　御中   

 監査法人トーマツ

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 村上  眞治　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 久世  浩一　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本コンピュータグラフィック株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第２６期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本コン

ピュータグラフィック株式会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、平成１９年１２月１８日付で締結された株式会社昭文社との株式交換契約

に基づき、平成２０年４月１日をもって株式交換が実施され、会社は株式会社昭文社の完全子会社となった。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、平成２０年６月２５日開催の取締役会において、Ｗｅｂサービスに関するソ

フトウェアを株式会社昭文社に譲渡することを決議した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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